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研究成果の概要（和文）：本研究は、前近代に発生した被害地震を対象として、史料批判を経た史料にある記述
から建造物の被害状況とその発生場所を導き出し、建造物の履歴や特性から被害を評価して、被害発生場所ごと
に推定震度を求めるものである。これによって得られた推定震度とその位置情報に基づき、地理情報システムを
用いて複数の推定震度分布図を作成した。これらの推定震度分布図は、地震発生以前の個々の被害発生場所にお
ける建造物の実態を反映しているため、推定された震度の確実度は従来よりも高いと言える。

研究成果の概要（英文）：In the present study, I investigated the damage situation of buildings and 
their locations from pre-modern earthquake on the basis of historical literature whose reliability 
were reviewed. I then estimated a seismic intensity at each location taking construction histories 
(e.g., elapsed year since constructed, histories of repairs) and characteristics of buildings (e.g.,
 earthquake capacity) into consideration. According to the estimated seismic intensity, I created 
seismic intensity maps using the geographic information system. These intensity maps are more 
reliable than before, because an estimated intensity reflects the reality of each damaged building.

研究分野：地震史料学
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  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 日本において機器を用いた地震の観測が
開始された明治初期（1880 年代頃）以前に発
生した地震のうち、古文書・日記・歴史書と
いった文献史料に基づいて、その実像の分析
が行われる地震については「歴史地震」に分
類される。歴史地震研究の基本となる文献史
料（地震史料）は、明治末期から収集・編集
が行われており、現在では計 33 冊、約 27,000
頁の地震史料集として刊行されている。この
膨大な地震史料の中には、歴史学（日本史）
研究者が第一級と認める良質な一次史料も
あるが、明治期に編纂された郡誌や昭和期に
刊行された自治体史、近年発行された各種の
報告書などからの本文の抜粋記述も多く含
まれており、玉石混淆の状態にある。その要
因として、既刊地震史料集のほとんどが、歴
史学研究者ではなく地震学研究者が中心と
なって編集されたという経緯がある。 
 歴史地震研究において基礎データとして
用いる文献史料は、地震学的に有用である以
前に、歴史学的に妥当である必要がある。そ
のような史料とは、史料の内容や出所・由
来・伝播の経路などを吟味する史料批判とい
う検討を経た文献史料である。既刊の地震史
料集を用いる際には、最初に歴史学研究者に
よる史料批判を実施して、個々の史料の信頼
性を確定し、被害評価及び震度推定に使用で
きる史料を取捨選択する必要がある。一方で、
既刊地震史料集に収められている史料が必
ずしも地震史料の全てではなく、特に江戸時
代については未収集・未刊行の地震史料がま
だ数多く存在していると考える。このような
ことから、現状の歴史地震研究を進展させて
いくためには、その基本をなす地震史料につ
いて、歴史学研究者の手による信頼性の評価
と更なる調査・収集が必要である。 
 地震史料にある被害記述に基づいて地点
ごとの震度を推定し、推定震度分布図を作成
している既存の研究として、宇佐美龍夫・他
『日本被害地震総覧 599-2012』（東京大学出
版会、2013 年）が挙げられる。この研究は、
日本における歴史地震を網羅した大部のも
のであり、被害地震ごとに震央や規模といっ
た地震学的な要素が導き出されている。この
研究では、宇佐美龍夫『歴史地震事始』（1986
年）の「第 4 表 歴史地震のための震度表」
に基づいて、史料にある被害記述から地震被
害を評価していると思われる。しかし、震度
が推定されている個々の地点について、被害
評価の基となった史料名やその信頼性など
は明確にされていない。また、建造物の被害
状況に基づいて地点ごとに被害評価を行っ
ていると思われるものの、個々の建造物の特
性に基づいた被害評価までは実施されてい
ない。そのため現状では、基の史料記述が不
明確で被害評価が不十分な推定震度分布図
と、それから導き出された地震の規模と震央
という結果のみが、地震学（特に強震動）研
究者に利用されており、個々の基礎データへ

遡ってそれらを利用することは不可能な状
態である。 
 
２．研究の目的 
 現状の歴史地震研究においては、研究の基
本である地震史料とそこから導き出されて
いる推定震度分布図との間に、不明確で不十
分な部分が存在している。このことが原因で、
歴史地震研究の成果が地震学研究者に利用
される際に、あまり信頼されていないように
思える。このような状況では、歴史地震にお
いて仮に、信頼性の高い史料に基づいて、複
数の被害評価基準から求められた確実度の
高い推定震度の地点があったとしても、地震
学の分野に有効に利用されないまま放置さ
れる恐れがある。このような状況を改善する
ために、本研究では、史料にある被害記述を
総合的に評価し、客観性の高い被害評価を行
って、確実度の高い震度推定の実施を目指し
ていく。 
 
３．研究の方法 
 研究代表者は、平成 23年度～平成 25 年度
にかけて実施した「前近代に発生した地震に
よる建造物被害の基準作成に向けた基礎的
研究」（若手研究(B)、課題番号：23710202）
において、建造物の構造や築年数などに基づ
き、歴史地震における建造物の被害評価の基
準化を行った。本研究では、上記の研究（以
下、基準作成の研究と省略）で作成した建造
物の被害評価基準を用いて、被害発生場所ご
とに被害を評価して震度を推定し、推定震度
分布図を作成していく。そのため本研究は、
基準作成の研究を継続・発展させる研究とし
て位置付けられる。 
 本研究では、基準作成の研究と同様に、多
数の地震史料と前近代の建造物が現存して
いる近畿地方を対象地域とする。その中でも
千年以上の長い年月を通じて人々が生活し、
幾度の被害地震に見舞われた人口密集地域
である京都盆地を対象とする。当該地域には、
未収集・未刊行の地震史料が数多く現存して
いるだけではなく、当時の構造材や工法で造
られた建造物の幾つかが、数度の地震によっ
て被災しながらも修復を繰り返し現存して
おり、それらについて記された史資料も多く
存在する。そこで本研究では、上記の基準作
成の研究に引き続き、地震史料にある被害記
述と、建造物に関する史資料を分析材料とし
て研究を進めていく。本研究の手順は具体的
に以下のようになる。 
(1) 既刊地震史料集に所収されている史料
について、記述内容や出所・由来・伝播の経
路などを吟味する史料批判を行い、歴史学的
に信頼性の高い史料のみを選択する。史料批
判によって選択された史料から、京都盆地で
の被害地震について記されているものを選
び出し、原典の史料を用いて校訂作業を行う。
史料記述の誤読や誤記を訂正する校訂作業
を行うことによって、史料記述の信憑性を確



保することができる。 
(2) 信頼性の高い地震史料にある建造物の
被害記述について、宇佐美（1986）の「第 4
表 歴史地震のための震度表」に基づいて暫
定的な震度推定を行う。例えば、町家の被害
が大破であった場合には震度「5 弱」という
ように、この表に基づいて暫定的な震度を推
定する。また、その被害が発生した場所につ
いて、当時の絵図や建築物の配置図などから
検討し、現在の場所（現住所）及び緯度・経
度を求める。村落や町など場所が面的である
場合については、当時の村落や町の中心に緯
度・経度を設定する。 
(3) 暫定的に推定した震度について、建造物
の特性や地盤条件など被害評価基準に基づ
いて被害程度を総合的に評価し、被害発生場
所の震度を再度推定する。例えば、寺院本堂
の被害が大破であった場合には、暫定的な推
定震度は「5 強」であるが、これを築年数や
修復履歴、屋根の構造や材質、立地する地盤
条件といった複数の被害評価基準に基づい
て検討する。築年数が 100 年以上と長い場合
には、経年劣化の進行で被害程度が大きくな
るために、「5弱」と震度を小さく推定する必
要がある。その反対に、築年数が 10 年程度
と短い場合には、経年劣化の影響は少ないた
めに、「6弱」と震度を大きく推定する必要が
ある。また、屋根が瓦葺きなど重い材料の場
合には、地震の際に大きく揺れて被害が大き
くなるために、「5弱」と震度を小さく推定す
る必要がある。その反対に、屋根が板葺きな
ど軽い材料の場合には、地震の際に小さく揺
れて被害が小さくなるために、「6弱」と震度
を大きく推定する必要がある。 
(4) 被害評価基準に基づいて推定した被害
発生場所ごとの震度と緯度・経度から、地理
情報システムを用いて推定震度分布図を作
成する。この推定震度分布図では、被害発生
場所ごとの推定震度を表示するだけではな
く、地点ごとの震度を推定する基となった史
料記述や当時の建造物の状態といった様々
なデータや、それに基づく推定震度の確度に
ついても表示できるようにする。 
 
４．研究成果 
 本研究では、近世（16 世紀後期～19 世紀
中期）に京都を襲った、文禄五年（1596）の
伏見地震、寛文二年（1662）の近江・若狭地
震、文政十三年（1830）の京都地震、といっ
た 3 回の被害地震を事例として採り上げた。
これらの被害地震について、経年劣化による
建造物の強度の低下と、屋根材の重量による
倒れやすさに着目し、建造物の築年数と屋根
材の種類による脆弱性の増減に主要な基準
をおいて、地震被害の評価を行い、被害発生
場所ごとに震度を推定して推定震度分布図
を作成した。その際の被害評価について以下
にその個別事例を挙げる。 
(1) 文禄伏見地震（1596 年）における京都盆
地での被害評価 

 文禄五年の伏見地震は、畿内一円に多大な
被害を及ぼした内陸地震である。 
 『義演准后日記』によると、東寺では倒壊
した建造物と、破損のみで倒壊しなかった建
造物があるため、境内での被害評価を一様に
判断することは困難である。東寺境内の建造
物のうち地震発生前の状態が判明している
ものについて検討すると、倒壊した講堂・灌
頂院・食堂は本瓦葺の重く大きな屋根を有し
ており、そのうち講堂・灌頂院は築後 100 年
以上経過している。同様に、倒壊しなかった
御影堂・鎮守八幡宮・御影堂唐門は檜皮葺の
比較的軽い屋根であり、そのうち御影堂は築
後200年以上経過しているが途中で修復され
ている。また、築後 2年の五重塔は、本瓦葺
の重い屋根であったが倒壊していない。これ
らのことから東寺境内では、本瓦葺で屋根が
重い建造物や、築年数の長い建造物が倒壊し
た状況がわかる。 
 『文禄大地震記』によると、天龍寺は全て
倒壊したとされている。そこで、地震発生前
の天龍寺にどの程度の建造物があったのか、
確認しておく必要がある。『天龍寺文書』に
よると、地震によって天龍寺門前の百姓の家
屋が破損・倒壊した様子が窺え、天龍寺は地
震で破損したために大工3人を召し抱えてい
る。また、天龍寺の法堂再建のための材木を
丹波国から運ぶ計画が立案されており、再建
については約 1 年半後まで協議されている。
このようなことから、天龍寺境内で倒壊した
のは伽藍の中心である法堂だけであり、他の
伽藍や塔頭の堂舎は倒壊には至らず、破損し
た程度であったと考えられる。 
(2) 寛文近江・若狭地震（1662 年）における
京都盆地での被害評価 
 寛文二年の近江・若狭地震は、近畿地方北
部一帯に被害を及ぼした内陸地震である。 
 『殿中日記』によると、二条城では地震に
よって御殿の建物が少し破損し、外郭の多門
櫓・塀・石垣が残らず破損し、二之丸内にあ
った二条在番衆の小屋なども残らず破損し
たとある。二条城は慶長七年（1602）五月に
着工され、同八年（1603）三月には竣工して
いる。その後、元和十年（1624）二月から本
丸・天守の再建や城域の拡張を含めた大規模
な修築が開始され、寛永三年（1626）三月に
竣工している。そのため、当該の地震時の二
条城は修築後 30 年以上経過して経年劣化が
進行しており、地震による被害を受けやすい
状態にあったと考える。しかし、二条城での
被害は全体として軽微であった。この要因と
して、万治三年（1660）八月の大風雨による
破損後の修復工事により、二条城の石垣は破
損しにくい状態にあり、石垣だけでなくその
上部にある塀や櫓などの被害も軽微になっ
た可能性が想定できる。 
 また、『中井家文書』所収の「二条御城東
御門櫓御材木積帳」によると、地震発生から
半年後の十一月の時点で、東大手門の櫓で必
要とされる材木が見積もられている。この史



料の内容から、東大手門の櫓が大掛かりな修
復を必要とする被害を受けた状況がわかる。
そこで、石垣上に築かれた東大手門の櫓（本
瓦葺）では、『殿中日記』にあるような多門
櫓の破損といった軽微な被害ではなく、大規
模な修復が必要な大破程度の被害であった
と考えられる。 
 『殿中日記』によると、五条大橋は真ん中
辺りから崩落して鴨川へ落下し、残った箇所
が少しあったために、人の往来はできたとあ
る。公儀橋であった五条大橋は、正保二年
（1645）に改築されて橋脚が石造となり、橋
台と橋桁には欅材が、橋板・欄干には檜材が
使用されていた。この改築によって五条大橋
は、鴨川が氾濫しても簡単には流されないよ
うになった。当該の地震では橋板などが部分
的に崩落したが、被災後も人の通行は可能で
あり、五条大橋の被害は橋脚や橋桁など橋の
構造にまでは及んでいなかったと考える。  
(3) 文政京都地震（1830 年）における京都盆
地での被害評価 
 文政十三年の京都地震は、主に現在の京都
市中心部（上京区・中京区・下京区・東山区）
で大きな被害が生じた内陸地震である。 
 『甲子夜話』によると、洛中に位置した仏
光寺では土蔵が崩壊し、北側の仏光寺通りの
通行を止めたとある。仏光寺は、天明八年
（1788）一月に発生した天明大火の際に類焼
しており、大善院・唐門・茶所・御影堂・阿
弥陀堂などが焼亡したが、享和二年（1802）
三月にそれらの建物は再建されている。その
ため、地震発生時の仏光寺境内の建物は再建
後 30 年未満であり、経年劣化が進行してい
なかったために目立った被害は生じなかっ
たと考える。 
 また当時、仏光寺の北側には仏光寺通りに
面して長倉を兼ねた塀が設けられており、
『甲子夜話』にある崩壊した土蔵はこの長倉
の一部を示していると考える。この土蔵は天
明大火以前の17世紀中頃の建築と考えられ、
築後180年ほどを経過しているために地震の
揺れに対して脆弱であった可能性がある。こ
のことから、仏光寺での地震被害は、経年劣
化による脆弱性のために土蔵の一部が崩壊
したのみであり、境内全体での被害は軽微で
あったと考えられる。 
 『京都地震實録』によると、洛外に位置し
た宝塔寺の境内では、台所が西側へ三尺ほど
傾き、院代の部屋や庵の住居・雪隠が倒壊し
たとある。このような被害状況によると、宝
塔寺の境内にある本堂（慶長十三年〈1608〉
建立）や多宝塔（永享十年〈1438〉頃建立）
といった本瓦葺で屋根の重い建物には、特に
目立った被害はなかったようである。そのた
め、宝塔寺の境内で被害を受けたのは小規模
な建物のみであり、経年劣化が進行している
屋根の重い建物に被害が確認できないため
に、全体での被害は軽微であったと考える。 
 
 本研究では、信頼性の高い史料にある建造

物の被害記述に基づき、被災した建造物の特
性を踏まえて被害発生場所ごとに被害評価
を行い、新たな震度を推定した。このような
被害評価に基づく推定震度は、史料に記され
ている被害状況だけから推定された震度と
は異なり、地震発生前の被害発生場所の実態
を反映しているために、確実度は高いと考え
る。今後、本研究の手法について他地域の歴
史地震についても適用し、そこで得られた課
題点を修正しつつ、被害評価に基づいて容易
に推定震度を導き出せる方法を確立してい
く必要がある。また、このようにして得られ
た確実度の高い推定震度に基づき、地理情報
システムを用いて推定震度分布図を作成し、
本研究の有効性を確認していく必要がある。 
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